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研究成果の概要（和文）：今日，IFRSやSFAS，そして日本の会計基準によって計算される利益は，かつての実現
利益（稼得利益）ではなく，資産と負債の公正価値評価を部分的に取り入れた市場連動型の稼得利益といえる。
これは2007年頃まで国際会計基準審議会が中心となって追及していた全面公正価値会計（純資産によって企業価
値を表示するモデル）の残滓ともいえるが，資産や負債の売買を予定していない製造業にとって，公正価値の変
動を損益として認識することは本業の収益力を表す稼得利益計算にノイズを持ち込むことになり，フローアプロ
ーチによる企業価値計算を害する。その解決手段は「その他の包括利益」の区分にある。

研究成果の概要（英文）：The profit calculated by IFRS, SFAS and Japanese accounting standards is not
 a former realized income (earnings), but a “market oriented earnings” which partially take in the
 fair value measurement of assets and liabilities. It is the dregs of full-scale fair value 
accounting (a model displaying a corporate value by net assets) that International Accounting 
Standards Board investigated and tried to introduce as playing a key role until about 2007.
However noise is introduced into the income calculation which should express the real earning 
capacity of the main operations of the company when a change of the fair value measurements 
recognized as profit and loss of the manufacturing industry that does not intend the buying and 
selling of manufacturing facilities and the liabilities, and this noise hurts a corporate value 
calculation by a flow approach. The division of "other comprehensives income" can be the method of 
its settlement.

研究分野：会計学
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１．研究開始当初の背景 
英米においては 1980 年代から年金会計等，
資産・負債を公正価値（時価）によって測定
する会計方法が導入され始め，1990 年代にな
るとそれが本格化した。わが国では従来取得
原価主義に基づく会計処理が行なわれてい
たが，世紀の変わり目である 1990 年代後半
に始まった会計ビッグバン，および国際会計
基準（以下、IFRS）との調和化により，わが
国の会計基準にも公正価値の測定を前提と
する会計処理が次々に導入されていた。 
 
２．研究の目的 
本研究は、公正価値会計が製造業に与える影
響を分析することを目的としている。IFRS は、
IAS16 号において、すべての有形固定資産の
当初認識後の測定方法として、原価モデル
（取得原価による測定）と再評価モデル（公
正価値による測定も加味）のいずれかの選択
適用を求めている。本研究では、（1）有形固
定資産の会計を中心に、それと密接に関連す
る他の項目（開発費、無形資産など）を取り
上げ、公正価値会計に内在する特性を明らか
にし、（2）公正価値会計が、わが国の産業界
（製造業）にどのような影響を与えるのかに
ついてのヒアリングに基づく実態調査、ケー
ス・スタディ、設例を用いたシミュレーショ
ン分析を行い、公正価値会計に関する政策的
インプリケーションを抽出したいと考えて
いる。 
 
３．研究の方法 
本研究の目的を達成するために、平成 26 年
度は、研究対象の整理・明確化を行ったのち、
製造業の経営と会計に直結する各種会計基
準の検討を行い、その内容を精査していく。
平成 27 年度以降は、「再評価モデル」の適用
による会計数値の変質や、経済環境の変化が
製造業の会計数値にいかなる影響を与える
のかを明らかにする。その際に、有形固定資
産や再評価モデルと関連をもつ他の関連基
準についても検討を行う。そのうえで、ケー
ス・スタディ、および公正価値会計が製造業
界に与える影響をシミュレートする設例の
構築等を試みる。 
 
４．研究成果 
(1) 前世紀末に始まった会計ビッグバン以
降,我が国の会計基準は IFRS(国際会計基準)
や米国会計基準とのコンバージェンスを進
めてきた。これらの国際的な会計基準は従来
の原価主義に代えて,資産・負債の公正価値
測定を次々に導入してきた。その究極の日的
は全面公正価値会計(貸借対照表の純資産に
よって継続企業価値を表示する会計)にある
とされてきた。ただし,現状はあくまでも従
来の原価主義会計と公正価値会計との混合
形態(混合会計,あるいはハイブリッド会計)
である。ところでこの混合会計については,
これを全面公正価値会計への過渡的形態と

する理解が主流である(たしかに2007年まで
は国際会計基準委員会も全面公正価値会計
を志向していた)。しかしこの混合会計は以
下の理由により一種の完成形態とみなすこ
とも可能である。①全面的公正価値会計を完
成させるためには経営者による自己のれん
の計上が不可欠だが,それが承認される見込
みはない。②その場合,自己のれんが表わす
超過収益力を投資家が測定する必要がある
が,その計算には稼得利益情報が必要である。
③混合会計は資産・負債の多くを時価で測定
しているが,その差額である純資産は,当該
企業の清算企業価値を表す。④この清算企業
価値に稼得利益から逆算した超過収益力の
資本還元価値(自己創設のれんに相当)を加
算すれば,当該企業の継続企業価値を算出す
ることができる。⑤IFRS は新たな概念フレー
ムワークにおいて情報の提供先を従来の投
資家から,これに銀行等の貸付者を含めた金
融セクター全般に拡大した。つまり,現在の
混合会計は継続企業価値情報を必要とする
投資家だけでなく,清算企業価値(担保価値)
情報を必要とする銀行等の情報ニーズにも
応える計算構造になっている。その意味で混
合会計はすでに一応の完成形態に到達した
といえる。 
(2) 国際会計基準や米国財務会計基準が1980
年代以降次々に導入してきた新たな会計処理
方法は,関連の資産・負債の公正価値(時価)
の測定を前提とするものである(以下,公正価
値会計)。本研究の目的は,公正価値会計が製
造業に与える影響を分析することにあるが,
その内容は次の2つに集約することができる。
①会計情報は経営管理に不可欠の情報であり,
製造業では「成果(収益)」と「努力(費用)」
の測定に重点が置かれている。従来,収益は関
連の収入,費用は関連の支出の期間配分計算
によって測定されてきた。その特徴は経営者
や従業員がコントロールできない市場価格の
変動を利益(稼得利益)の計算から排除するこ
とにあった。しかし公正価値会計が導入され
ると,従来の利益計算が市場価格の変動に影
響されることになる。それが経営の羅針盤で
ある会計情報の有用性を高めるのか否か,こ
こに重要な論点がある。②製造業も資金調達
のために資本市場に向けて会計情報を発信す
る。一方、投資家はその利益情報に基づいて
将来キャッシュ・フローを予測し、それを現
在価値に割り引いて企業価値を算定してきた。
これに対して国際会計基準委員会等が提唱し
てきた公正価値会計では、時価に基づいて計
算される純資産(=資産―負債)が当該企業の
企業価値を表すものと理解されている。この
規定は資産・負債がすべて金融商品で構成さ
れている企業には適合するが、製造業の場合
はそう単純ではない。具体的にはのれん(超過
収益の資本還元価値)の取り扱いが問題にな
る。現時点では、①の公正価値会計が生み出
す情報価値についてはネガティブな評価を下
しており、②の企業価値情報については、投



資家よりも、企業を売買するファンドや、担
保価値を知りたい銀行等にとって有用な会計
情報になっているのではないかという理解に
至っている。 
(3) 本研究は、公正価値会計が製造業に与え
る影響を分析することを目的としている。国
際会計基準第16号は、すべての有形固定資産
の当初認識後の測定方法として、原価モデル
(取得原価による測定)と再評価モデル(公正
価値による測定も加味)のいずれかの選択適
用を求めている。本研究では、(1)有形固定資
産の会計を中心に、それと密接に関連する他
の項目(開発費、無形資産など)を取り上げ、
公正価値会計に内在する特性を明らかにし、
(2)公正価値会計が、わが国の産業界(製造業)
に与える影響、(3)資産負債の公正価値測定と
製造業における稼得利益(純利益)計算の関係
について考察した。この考察の結果得られた
理論的成果は以下のとおりである。①保険会
社や銀行等の金融部門では、ALM(資産負債管
理)に典型的に現れているように、経営上の意
志決定において資産・負債の公正価値(時価)
情報がきわめて重要な意味をもつ。一方、製
造業の場合、財・サービスの製造販売活動を
支えている設備資産は継続使用が前提であり、
その時価の短期的変動に情報価値はない。む
しろ有形固定資産の時価の変動を稼得利益計
算に含めるならば,経営成果(効率)の指標で
ある稼得利益が市場価格の変動によって撹乱
され、その情報価値が低下することになる。
②このような情報特性をもつ製造業の会計に
対しても資産負債の公正価値の測定を前提と
した各種の処理方法(減損会計、リース会計、
退職給付会計、資産除去債務会計等々)が次々
に導入されてきた。その結果、現在の稼得利
益計算は、かつての配分計算によるものでは
なく、市場連動型稼得利益計算とでも呼ぶべ
きものに大きく変質している。そして③国際
会計基準委員会が2000年代に追求していた全
面公正価値会計は、目下のところ稼得利益計
算と資産負債の公正価値表示を組み合わせた
「混合会計」の形で落ち着いている。これは
金融部門の情報要求を反映している。 
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